



 ─ 飲食や障害者アート領域の事例から ─ （1）
The Potential of the Employment Support for People with Mental Disease: 



































内閣府の発行する障害者白書平成 30 年度版によると、現在日本の障害者数は 936.6
万人であり、身体 436 万人、知的 108.2 万人、精神 392.4 万人とされる（図 1）。これ


































































これについては 2016 年 4 月から障害者差別解消法が施行され、障害を理由に差別的
取り扱いや権利侵害をしてはいけないことが定められたため、現在では障害を開示し






























































平成 29 年度の社員 50 人以上の民間企業 9 万 1,024 社における障害者雇用は、約半
数の 4 万 5,553 社に留まり、法定雇用率 2.0％に対して実雇用率は 1.97％の 49 万 5,795
人となった。前年は 1.92％であったので、障害者雇用は進んでいることになる。また、










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ケース番号 1 2 3 4 5 6
属性情報 A さん B さん C さん D さん E さん F さん

































就労支援先 就労継続支援 A 型で 2 年間食品製造加工
就労継続支援 A 型で食品製造
加工を 2 年経験









農場で週 5、6 日就労 農場で週に 6 日 AM のみ就労。 大手企業の障害者雇用枠で週 5 日就
労。




定着期間 1 年 4 年 1 年 12 年 32 年 9 年
職務内容 事務補助 食品製造加工チーフ スーパー品出し 酪　農 野菜づくり データ出入力
発症（認定）
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まず、仮説 1 について、インタビューや関係者への調査全 12 例の結果は、筆者が当
初想像していた以上に職場定着率が高く、5 年以上就労期間がある者も 3 名いること
がわかった（第 4 章表 2）。調査時では 32 年が 1 名、12 年が 1 名、9 年が 1 名、4 年が
2 名、2 年が 3 名、1 年が 2 名という結果であった。そして、それぞれのケースでの就
労環境、雇用側の職場整備体制を雇用側はどのように工夫し受け入れているのか、そ
の体制について確認したところ精神障害はその特性を受け入れ側も理解し就労体制を

















また、ケース 2 の B さんもリーダーとして、全体をまとめながらいきいきと働いて
いた。ケース 4、5 の D さん、E さんは自分たちを受け入れ病気を理解してくれる環境
において、自分のペースで仕事をしていけることを感謝しながら生活をしていた。代
表の M 氏はそれぞれのメンバーの自主性に任せ、指示や命令をしないことをモットー
としていた。同様にケース 6 の F さんの上長は、うつ病である F さんの体調や勤務体
制を常に気にかけ、具合が悪くなる前に退勤させたり、定期的な面談を心がけていた。
それにより F さんが働きやすく気兼ねしない環境となっていた。ケース 1 から 6 すべ
てに共通していたのは、周囲が気を配っているだけでなく、当事者を必要な人だと認
めており、それにより当事者も仕事が継続できていることである。これはインタビュー




























「仕事」として作り出し販売していくためには、お客様の同情 ─ Sympathy シンパシー
といった一時的な支援に依存するものではなく、代金を支払う以上のクオリティの高
さや満足感を提供し、納得していただくことで生まれる共感 ─ Empathy エンパシーが
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生産時間 長期間必要 長期間ではない 育 成 は 長 期 間必要
長期間ではない










ることが事例 1 から 5 で示すチーズ、惣菜、アート、雑貨、パンからも検証された。





















































いる。筆者が修士論文の参考とした平成 28 年度版障害者白書では障害者数が 787.9 万人で
あり、この大きな差について直接担当者に電話にて現状を確認したものである。2018 年 8
月 21 日。
























業所には、就労移行支援事業所、就労継続支援 A 型および B 型事業所の 3 種類があり、法
律の基本的な構造は障害者自立支援法と同じである。





content/000290724.pdf　2017 年 12 月 12 日閲覧。
（9） 当事者が親元から自立し、生活していくための給与レベルとして、就業支援事業所で得る工
賃約 10 万円に公的支援を加えれば、4 年制大学卒業者の初任給約 20 万円と同程度の水準に
達すると想定される。これは厚生労働省の平成 27 年調査結果　Ａ型事業所平均工賃 67,795




%B3%E5%9D%87%E5%B7%A5%E8%B3%83%27　2017 年 9 月 17 日閲覧。厚生労働省ウェブサ
イト、2016、「 学 歴 別 初 任 給 」、https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/

















ていた。2016 年 10 月筆者インタビューより。
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